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第１４章 観光開発・交流・
森林レクリエーション研究

I 観光開発・交流・
森林レクリエーションの研究動向

１． はじめに

今日，多くの山村において，観光産業が事実上の主要産業になっていることは

周知の事実である。また，観光レクリエーションが多様な展開を遂げ，国民の生

活における欠かせない余暇活動となっていることも疑いのない事実だろう。こう

したことから，２００１年の新しい森林・林業基本法下の国の政策においては，例え

ば森林のゾーニング３区分の一つとして「森林と人との共生林」が設定されてい

ることに端的に表れているように，森林ないしは山村における観光レクリエーシ

ョン活動（レクリエーションは以下レクと略）が重視されつつある。

しかし，国の森林政策におけるこの分野の扱いの推移を見ると，一時の国有林

におけるレク施策の展開やリゾート開発ブーム時の国策に沿った推進策，さらに

は山村振興策の流れをくむ都市と農山村の交流事業など，限られた分野で一時的

に突出した施策が行われることはあったものの，現在に至るまで，長期的で広い

視野から独自の観光レク政策が作られたことはなかった。観光レクは，その影響

力の大きさからすれば，不当に軽視される傾向が長く続いていたと言える。こう

したことを反映してか，林業経済研究における，この分野を対象とした研究の蓄

積は，決して豊富とは言い難い状況が続いていたが，近年，新たな展開を含みつ

つ，急速に充実しつつある。

本章では，今後の研究のさらなる発展を期すため，観光レクの分野の研究によ

ってこれまでに明らかにされてきたことがらを整理し，今後の課題を提示するこ

とを目的とする。ここで扱う研究は，社会科学を分析のツールとし，①観光開

発・リゾート開発，②都市と農村の交流（グリーンツーリズムを含む），③森林

レク（エコツーリズムを含む）の３分野を対象とするものである。執筆は，②を
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栗栖が，③を八巻が担当し，①と全体のまとめを土屋が行った。全体の構成およ

び掲載論文の選考に関しては３人が共同で行った。なお，同一の研究者，同一の

論文について，異なった節で取り上げることがあるが，これは一人の研究者が異

なった視角からの研究を行うことがあること，また，一つの論文が異なった視角

から意味を持つことがあることから，重複を避けるといった措置は特にとらなか

った。

２． 観光レクリエーション研究の意義

さて，各論を始める前に，言及しておきたいことがある。観光レクに関する研

究は，林業経済研究における他の多くの研究分野と異なり，この学界が研究の中

心に位置するのではなく，観光学あるいは経営学，経済学，社会学，地理学，造

園学，文化人類学等で多くの研究が行われてきた。従って，林業経済研究におけ

る観光レク研究は，そうした他分野における研究の成果を吸収しながら構築され

てきたといって良い。そのため，この分野の研究者は，なぜこの学界でこの分野

の研究を行うのかについて，常に他者から問われ，また自問してきた。しかし，

最近，同僚たちとの議論を通じて考えるのは，我々の研究の独自性である。結論

的に言えば，林業経済研究における観光レク研究は，他の分野における観光レク

研究に対して，以下のような点に関して優位に立っていると考える。

一つは，その批判的精神，あるいは問題意識である。我々の研究は，これから

みていくように，１９７０年代の観光開発問題への対応として本格的に始まってい

る。つまり，観光開発を社会問題として捉え，その構造的な分析を踏まえて，こ

れからの方向性を指し示すことを目標として始まった。こうした姿勢は，資本主

義を相対的に捉えることが可能なマルクス経済学が当時の学界の主流だったこと

が大きく関係しているが，いわゆる近代経済学系や非経済学系が重要な位置を占

めるようになった現在においても，批判的な精神は連綿として引き継がれてい

る。そして，そのことは，例えば観光業界の要望・意向を重視せざるを得ない観

光学と比較して自由な議論の場を確保しているという意味においても非常に重要

だと考える。

二つは，学際性である。林業経済研究の大きな特徴は，実は「林業」を「経済

学」的に研究する範囲をはるかに超えた広い対象について，多様なディシプリン

からの研究を包含していることである。この分野における研究も例外ではなく，

経済学だけではなく，地理学，社会学，造園学等の手法や知見を貪欲に取り入れ

てきた。こうした学際性，悪く言えば節操の無さは，観光レクのような現代的で

複雑な対象を扱う場合は非常に有効と言える。

三つは柔軟性である。これは前項の学際性とも相通ずるのだが，例えば農業経

済学が農村における土地ブーム時，リゾートブーム時の開発問題分析に消極的

で，ようやくグリーンツーリズムに至ってこの分野に本格的に参入したのに対し

て，林業経済研究においては既に１９６０年代からモノグラフ的な試みが始まってい

る。このような新しい対象に対する取り組みの積極性，別の言葉で言えば新たな

事象を研究対象とすることへの柔軟性は我々の財産である。

四つ目は，地域からの視点である。われわれは，山村あるいは森林という視座

を共有しているわけだが，そこから見た観光レクは，しばしば非常に凶暴なもの

として立ち現れる。外部者の地域への来訪を不可欠とする観光レクは，地域にお

いては主に経済的利益をもたらすものとして歓迎されると同時に，地域の社会経

済，地域の自然に対して強力な負のインパクトを与えるものとして存在する。こ

うした中で，なるべく負のインパクトを少なくしつつ，地域振興の手段として観

光レクを利用するような方向性をどのように構築していくかが問われており，山

村・森林というわれわれの視座が必然的に持つ「地域から」という視点は，今後

も社会的に非常に重要と考えられる。

最後に自然資源管理的視点である。われわれは，森林科学，より広くは農学と

いう自然科学を主なツールとする応用科学体系に包摂される社会科学部門とし

て，ある地域における自然資源を「管理」するという目的をいわば生来的に受け

入れてきた。特に近年においては，多様な社会のニーズに応えつつ自然環境を保

全していくために，市民・住民参加を基本とした総合的・統合的な自然資源管理

が求められている。こうした要請に対して，特に１９９０年代後半以降，観光レクは

新たなニーズに基づく新たな利用形態として管理上，重要な位置を占めたが，そ

うした社会の要請に真摯に対応しようとする取り組みが若い世代を中心に我々の
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分野から起きてきたことは非常に喜ばしいことだと考える。

以上で見てきたように，林業経済研究における観光レク分野の意義は非常に大

きい。その発展の過程を中分野別に見ていこう。

３．「観光開発・リゾート開発」に関する研究動向

ここで言う観光開発とは，比較的大面積の土地において，スキー場，ゴルフ

場，別荘地，複合施設としてのリゾートなどの比較的大規模な観光施設を含む土

地開発を行うことである。こうした開発は，鉄道資本や不動産資本などによって

既に第一次世界大戦後より行われていたが，全国的な規模で行われるようになる

のは，第二次世界大戦後と言える。なお，観光地としては，観光開発によって誕

生する新たな観光地の他に，温泉地，社寺，景勝地，名勝地など，従来からの伝

統的観光地があるが，林業経済研究の対象としては，ほとんど取り上げられてこ

なかった。従って，ここで対象とするのは，伝統的観光地ではない一般の農山村

において，比較的短期間に比較的大規模の開発が行われる場合である。

こうした「観光開発」を対象とした研究は，「交流」に関する研究が１９８０年代

以降，「森林レク」に関する研究が１９９０年代以降にようやく増加するのに対して，

比較的早くから始まっている。土屋は，「企業的レク」，「非企業的レク」という

区分をかつて行ったが１），その区分で言えば収益性があり，地域振興等への寄与

も大きい「企業的レク」がまず研究上の関心を呼んだわけである。

以下では，１９７０年代まで，１９８０年代，１９９０年代以降現在までの３期に分けて，

その期間の主な観光開発に関する研究の動向を略述する。

（１）１９７０年代までの先行的研究

戦後の高度経済成長期である１９５０年代から１９７０年代までは，この分野の業績は

ほんの数えるほどしか見られない。そうした中で特筆されるべきは，パイオニア

としての柳（１９７０）の研究である。柳は，山村の実態調査の結果，「従来の農林

業側面のみの観察では現在の山村の姿を把握しがたいと言うことがわかった」と

して観光に着目し，主体別観光行動の分析という視点から，資本の性格によって

観光開発を区分した事例分析（観光資本による開発，地元住民（集落）主体の自

主開発，市町村や県などの公的資本による開発）を初めて行った。

こうした研究の不在の状況が大きく変わったのは，１９７０年代前半のいわゆる列

島改造期，土地ブーム期だった。全国的に林野を対象としたレジャー開発が多く

行われ，その乱開発が社会問題化した。当学会の前身である林業経済研究会

は，１９７４年春季大会において「開発・自然保護と林業」という題目で林野におけ

る開発問題をテーマとして取り上げ，おそらく最初にして最後となる２日間連続

のシンポジウムを行っている。このシンポジウムでは，小川（１９７４），梶本

（１９７４）らによって不動産資本，鉄道資本などによる林野取得とその後のゴルフ

場，別荘地などの観光開発が取り上げられ，新たな開発問題として，全国の事例

が報告された。

このシンポジウムの後に発表された，いくつかの重要な報告（橋本（１９７８），

村嶌ら（１９７７）など）も合わせ，当時の報告者の視点は，「林野」あるいは「山

村」という開発される側からのものであり，積極的に観光レクリエーションを研

究対象としたものではなかった。しかし，依光（１９７５）の研究に代表されるよう

に，観光開発の実態を社会科学的手法に基づいて客観的に分析し，地域の環境や

社会に与える影響を問題点として抽出したことは，その後のこの分野の研究に大

きな影響を与えたと言える。

（２）１９８０年代における研究の展開

いわゆるオイルショックが起き，経済が低成長へとシフトすると，多くの観光

開発計画が中止された。それと共に土地ブーム時に観光開発研究に手を染めた研

究者もほとんどがこの分野を去ってしまった。

しかし一方で，観光レクリエーションを主な研究対象をする研究者が初めてこ

の学界に生まれたのもこの時期である。宮林（１９７９，１９８５）と土屋（１９８１，１９８２，１９８５）

は，どちらも一般経済学における成果を基礎として観光開発を見ようとした点は

共通したが，対象への接近方法は大きく異なった。前者が，山村の視点から，戦

後の経済政策の動向の中に，農山村で展開する観光開発事業を位置付けることに

意を注いだのに対して，後者は，農山村における観光開発の持つ意味を，観光資
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に，観光開発の実態を社会科学的手法に基づいて客観的に分析し，地域の環境や

社会に与える影響を問題点として抽出したことは，その後のこの分野の研究に大

きな影響を与えたと言える。
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本の側から，その経営分析を通じて具体的に見ようとした。

宮林はさらに，オイルショック後の新たな地方振興策として登場した公共主導

による「都市と農村の交流事業」に着目し，そうした事業の「むらおこし」的な

方向への展開可能性を追求した。

林業経済学会は，１９８７年秋季大会で，「国土開発政策と林業・山村」をテーマ

にシンポジウムを行った。このテーマは，直接的には，１９８７年６月の第四次全国

総合開発計画公表を受けたものだったが，実際には，既にその頃社会問題化しつ

つあったリゾート開発の評価をめぐる議論を中心に据えた企画だった。報告者

は，依光に宮林，土屋，そして川村である。報告の中で，依光（１９８７）は四全総

に至る国土開発政策の変遷についてみた後，四全総における焦点の一つであった

リゾート開発に分析を絞り，全国の動向を述べた。宮林（１９８７）は，戦後の経済

政策の中に観光開発を位置付け，その画期を設定し，さらに観光開発の類型分け

を試みた。土屋（１９８７）はリゾート開発期の前半におけるスキー場開発の進展の

実態を報告した。

このシンポジウムにおける実際の議論の焦点の一つは，リゾート開発の評価に

関わって，内発型開発をどう定義づけ，また，リゾート開発と内発型開発との関

わりをどう考えるかであった。この議論を巡っては，川村（１９８７）が，重要なの

は開発の利益の域外への流出をどれだけ防ぎ，域内にどれだけ利益を「溜め込め

る」かであって，開発の主体が誰であるかはあまり重要ではないと主張したのに

対して，依光は内発／外発を決めるメルクマールは開発の主体であり，内発型開

発は，地元が主体となって地場資源を地元の発展のために使うような開発と定義

づけた。もちろん，依光の場合も，典型的な内発型の開発が展望できる場として

は，大規模リゾート開発の対象とはなり得ない一般の山村における「ミニリゾー

ト開発」が挙げられており，大規模リゾート開発においては，第三セクターや協

同組合など地場資本の活用ないし育成によって，「外発型開発をいかに内発的に

取り込み，発展のために生かすチエや工夫をこらすか」が重要とされた。これに

対して宮林の場合は，リゾート開発によって８０年代には開発の不均等化（選別

化，集中化，系列化）がいっそう進み，独占的観光不動産資本等の「地域収奪」

の強化が進んでいるとし，それに対抗するものとして，農山村の「内発的」なエ

ネルギーによる開発を都市自治体が支援するような「協同」開発方式を，「下か

ら」の民主的な開発の途の一つとして評価した。

さて，この討論の場ではあまり発言しなかった土屋は，その後の論文でこのシ

ンポジウムについて言及し，内発型開発については，運動論としては評価するが

実態として内発的な開発例はごく限られていると述べて川村に近い立場を明らか

にしている（土屋，１９９０）。この土屋の視点に沿うならば，ここでの論点は，変

革の方向性として内発型開発を捉え，変革の主体である開発の担い手の出自を重

視する立場と，現実的に担い手の多様性を容認しつつ，結果としての内発性をメ

ルクマールとするかであった。こうした議論は，鶴見や宮本，保母，さらには守

友２）などによる他学界での内発的発展に関する先行議論を基に展開したわけだ

が，山村という開発の影響がもっとも露わに現出する場において，具体的な事実

に基づいたより深い議論が必要だったように思われる。

次項で見るように，９０年代に入ると一転してグリーンツーリズム，エコツーリ

ズムなどの環境や地域に「優しい」開発が主体となり，「内発的」であることは

自明のこととされてしまう。しかし，開発の内部性／外部性を問う視点は「優し

い」開発にも有効であり，今後もわれわれの課題として検証されていくべきだろ

う。

（３）１９９０年代以降における研究の多様化

９０年代は，８０年代後半から本格化したリゾート開発のブーム化と，いわゆるバ

ブルの崩壊によるその急激な終焉から始まった。しかし，７０年代の土地ブーム時

のような，開発問題への研究者の大量参入は見られず，他学界におけるリゾート

研究の隆盛とは様相を異にした。土地問題の一環としてリゾート開発に言及した

野口（１９８９）やリゾート開発問題の典型としてゴルフ場開発問題を取り上げ，林

政がこの問題についてほとんど有効な対策を打てないできたことを批判した八木

（１９９２）などのような理論的，総論的な検討は行われたものの，現状を分析した

研究は，石井（１９８９），武田（１９９３），宮林（１９８９），鈴木（１９９２）などの報告が

みられるに止まった。結局，リゾート開発問題について実証的に正面から取り組

んだ代表的論文と言えるものを，我々は未だに持ち得ていない３）。
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リゾート開発期は，一方で，開発に対する自然保護運動が全国に広がった時期

でもあった。この時期の運動は，自然保護運動の歴史から見ると，１９７０年代まで

の都市の知識階層あるいは一般の都市住民が主導した運動とは異なり，ゴルフ場

開発反対運動を始めとして開発に対する地域住民主体の異議申し立てが多くを占

めたという特徴を持つ。依光は，早くから開発問題における自然保護運動の役割

に注目した数少ない林政学研究者の一人であるが，８０年代半ばの著書では，森林

開発をめぐる社会・経済システムの中で，住民・市民の意志がシステムに位置付

けられる手段として自然保護運動を措定している（依光，１９８４）。依光がシステ

ムに安定的に位置付けられる（「内部化」される）途として注目したナショナ

ル・トラスト運動は，その後停滞の状況にあるように見えるが，土屋（１９９７）の

研究は，リゾート開発反対運動の分析を通じて，住民を主体とした運動が，地域

における問題に総合的に取り組むことを通じて「内部化」する可能性を示したと

捉えることができる。

さて，１９９０年代は，周知のように，国民の環境問題に対する認識が高まり，社

会経済の様々な側面で「環境」へのシフトが進んだ時期だが，リゾートブーム崩

壊後のレクに関しては，オート・キャンプを中心としたアウトドア・ブーム，中

高年層の登山ブーム，グリーンツーリズム・エコツーリズムなどの「もう一つの

観光」の一般化，などに見られるように，多様化が進んだ時期だった。また，都

市と農村の交流事業の一部や森林ボランティアの活動で見られるように，レク活

動によって個人的な満足を得るだけでなく，社会的な連携を求める行動が一般化

したのも９０年代だった。

そうした状況を受けて，この分野における研究にも多くの若手が参入し，また

研究対象の多様化が進んだ。日本における最大の森林レクの供給者である国有林

のレク政策に関する大浦（１９９７，２００２）や八巻（１９９７）の研究，庄子ら（１９９９）

によるレク問題への環境経済学からの接近，世界遺産地域におけるエコツーリズ

ムの問題点を明らかにした枚田（２００１）や横田（２００４）の研究などがその代表的

なものである。

さらに，依光・栗栖（１９９６）は，都市・農山村交流事業の発展型としてグリー

ンツーリズムを捉え，その評価を試みた。また，山本 （２００３）を中心とした森

林ボランティアに関する研究も進展を見せた。

（４） 今後の展望

こうして，この分野の研究の展開をたどってみると，これまでのこの分野の研

究は，基本的に依光，宮林，土屋によって主導されてきたことがわかる。そし

て，彼らのキーワードは，交流・開発・自然保護運動・地域（あるいは地域住

民）だった。依光がこれらのキーワードに関わる研究をまんべんなく行っている

のに対して，宮林，土屋には，前者が自然保護運動，後者が交流への言及が少な

いという偏りはみられるものの，また，内発性に対する見解は異なるものの，総

じて彼ら３人が問題としたのは，リゾート開発において典型的な強大な観光開発

に対抗しうる主体あるいは運動を，農山村地域においていかに見いだし，またど

のように内発性を発揮させるかであったように思う。そして，こうした研究視

角・問題意識，別の言葉で言えば研究の政治性は，観光あるいはマスツーリズム

と呼ばれるものが，極めて現代資本主義的な生産様式として存在する限りは，ま

たそれが地域の社会や自然を破壊する凶暴性を持ち続ける限りは，林業経済研究

の伝統として保持されるべきだと考える。

以下，第３，第４節では，特に近年，若手を中心に多くの業績が出され，議論

が活発に行われている２つの中分野について，詳しい分析を行うことにする。

４．「都市と山村の交流」に関する研究動向

（１） はじめに

まず，本節で扱う「都市と山村の交流」（以下では「都市との交流」と略）の

定義について整理しておこう。というのも，「都市との交流」は１９７０年代初頭に

都市と山村における過密と過疎問題の解消策として政策的に取り上げられ，８０年

代後半以降取り組みが広がり，現在では全国津々浦々の山村で取組まれている。

そのため，「都市との交流」の概念は，時代とともに内容的に多様化してきた。

具体的には，村おこし，レクリエーションから始まり，グリーン・ツーリズム，

そして国民参加の森づくりや森と水をめぐる上下流交流等，当初の村おこしの中
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での都市との交流から，山村の文化や自然資源等を活かした体験型のグリーン・

ツーリズム的交流，そして「森と水」等環境分野や「地域材の活用運動」も見ら

れるようになった。

本節では林業経済研究における「都市との交流」に関する研究全般を整理する

ことが目的であるため，「都市との交流」を「山村振興を目的に行われる都市と

のつながり」と広く捉え，用語の違いや活動内容，担い手等について限定しない

こととする。

林業経済研究における「都市との交流」に関する研究動向を以下の４期に分け

て整理した。まず，第一期は村おこしの一側面として「都市との交流」の意義が

唱えられ始めた８０年代前半，第二期は，四全総下，「都市との交流」事業が本格

的に推し進められるなか，村おこし，レクリエーション，森林開発・環境保全等

から「都市との交流」の重要性が指摘された９０年代前半である。そして，第三期

はバブル崩壊後の行政主導の開発政策と農山村対策の目玉であるグリーン・ツー

リズム政策が相まって，大規模な交流施設建設を伴う「都市との交流」事業が各

地で進められるなか，「グリーン・ツーリズムとは何か，山村にとってどのよう

な意義があるのか」を問う研究が行われた９０年代後半である。さらに第四期は森

林管理問題を背景にした森林ボランティア活動や地域材住宅運動，林業への新規

参入等とグリーン・ツーリズムを「都市との交流・連携」として広く捉え，山村

振興・地域づくりにおける一つの切り口とした論文が登場した２０００年以降であ

る。

（２） 第一期 村おこしの一側面として捉え始めた８０年代前半

林業経済研究において，「都市との交流」に関する先駆け的な研究としては，

奥地（１９８３）があげられる。主な内容は，７０～８０年代初頭の村おこし運動を全国

総合開発計画等の「上から」の政策に対抗する「下から」の山村活性化策として

捉え，生産環境の改善や就業の場の創出，生活改善といった観点から村おこし運

動を分析している。そこには「都市との交流」を一つの「切り口」として捉えよ

うとした姿勢は見受けられない。しかし，産直運動等を例に，「…山村と都市と

のさまざまな交流・結合・協同の発展は今後の山村におけるダム建設や廃棄物処

理場などの開発に対して，従来よりはるかに的確で強力な対応を行うことができ

る条件をつくりだしていくだろう」とその意義を唱えている。

このように，林業経済研究では８０年代前半に，村おこし運動の一側面として

「都市との交流」を捉え始めた。

（３） 第二期 「都市との交流」の重要性が強調された９０年代前半

１９８０年代半ば以降，山村地域を取り巻く環境は，経済構造調整・農産物輸入の

拡大等により一層厳しくなった。こうしたなか，８７年の第四次全国総合開発計画

（四全総）では，山村を「都市との交流」の場として整備する方針を明確に打ち

出した。さらに，農業政策や林業政策においても「都市との交流」の促進が明記

される等，あらゆる方面から「都市との交流」が推進され，８０年代半ば以降全国

各地の山村で「都市との交流」が本格的に取組まれるようになった。

こうしたなか，林業経済研究では村おこし，レクリエーション，森林開発・環

境保全の各分野において「都市との交流」の重要性が論じられた。例えば，村お

こしについては岡田（１９９１）が，８０年代末以降特に都市を意識した村おこし活動

が増加していることを指摘している。また，佐藤（１９９４）は，いわゆる「むらお

こし」＝特産品作り＝「一村一品」では限界にきており，内部に様々な矛盾を抱

えている」とし，「重要なのは，山村と同時に都市にも広まる様々な危機的状況

（食品の安全性問題，教育の荒廃化，過労死問題，OA化の中で蓄積される精神

的疲労等々）に対して都市と山村の連携と相互理解を基礎にした「村おこし」が

必要なのではないだろうか。」と，村おこしに「都市との交流」の視点を入れ込

む重要性を指摘した。

さらに，レクリエーションの観点からは，宮林（１９９３）が，地域振興に結びつ

く森林レクリエーションを展開するために，「都市との交流」事業に着目してい

る。その理由として「レクリエーション事業が利用者のニーズに大きく左右され

一過性があること，また，開発に膨大な資金が必要であるが，資金回収のリスク

が大きいなどの不安な事項が多い中，交流事業をレクリエーション事業の一つの

手段とすることは，利用者がある程度確定され，利用予測が可能となる」ことを

あげている。
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森林開発・環境保全の観点からは，依光（１９９４）が「…木材利用中心の森林利

用からレクリエーション利用等，森林の保全型利用の重視と同時にふるさと原風

景の保全の動きもでてきており，全体として環境保全の方向に作用しているとい

ってよい」と「都市との交流」を評価している。

（４） 第三期 「グリーン・ツーリズム」を中心に

「都市との交流」に関して本格的な分析が行われた９０年代後半

そして，９０年代初頭にバブル経済が崩壊すると，民間資本による大型リゾート

開発が次々に縮小・挫折し，その“後釜”として公的資本による行政主導の開発

政策が進められた。また，農政においてはガット・ウルグアイラウンド等を背景

に転換が図られ，農山村対策（中山間地域対策）の目玉として「グリーン・ツー

リズム」事業が登場した。このように行政主導の開発政策と農政における中山間

地域対策の新方針が相まって，これまでの「都市との交流」活動の多くが「グ

リーン・ツーリズム」の枠組みに入れられながら，ホテルや温泉，農産物販売場

等に代表される交流施設建設を伴った「グリーン・ツーリズム」事業・「都市と

の交流」事業が集中的に行われたのである

こうしたなか，「「グリーン・ツーリズム」とは何か・山村にとってどのような

意義があるのか」といった視点からの研究が９０年代後半に行われた。例えば，依

光・栗栖（１９９６）は，９０年代半ば頃に行われた各地の事例を通して「日本でのグ

リーン・ツーリズムは，山村の地域活性化の目的より都市住民や企業といった都

市側を利すると言う意味で「都市による山村の包摂化」の性格をもっている。…

ただ，グリーン・ツーリズムの本来の性格として山村のふるさと的風景や地域住

民，農林業等が重要な要素として位置付けられていることを考慮すれば，政策事

業を上手く取り込んで山村地域が地場資源を活用し，地域の知恵が発揮できる可

能性を含んでいることから内発的なむらづくりや地域活性化につなげることへの

余地はあるだろう」と山村にとっての意義を見出している。また，課題としては

「…経済的な見返りがあまりにも少なく，交流が山村の人々にとっての稼得の場

となっていない…。…高原や森林体験等地域の資源をさらに活かす形のグリー

ン・ツーリズムの内容を拡大・充実させて，交流拠点として集落・農家民宿を発

展させていくこと」をあげている。

このほか，土屋（１９９７）はグリーン・ツーリズムの発祥地である欧州と日本の

一番の違いである農家民宿に着目した分析を行っている。さらに，「グリーン・

ツーリズムは，例えば農家民宿が一軒開業したらそれで始まったということには

ならない。地域の中で農村景観を全体として好ましい状態に変化させ，また様々

な人の分業形態を構築していかなければ，本来のグリーン・ツーリズムを行える

ような環境はできない」とグリーン・ツーリズムは山村振興に即座に作用するよ

うなものではないと指摘している。

さらに，栗栖・依光（１９９７）は，「都市との交流」事業が「交流」としての内

実を得るためには住民や役場等の地域の内発力が重要な鍵になっているとし，交

流事業における地域のかかわり方に着目した分析を行っている。

このように，９０年代後半には「グリーン・ツーリズム」を中心とした「都市と

の交流」に関する研究が本格的に行われた。

（５） 第四期 「都市との交流」の多様化と

山村問題研究の「切り口」として位置付けられた２０００年以降

しかし，２０００年以降，林業経済研究では「交流」あるいは「グリーン・ツーリ

ズム」を表題につけた著書，論文が少なくなる等，「グリーン・ツーリズム」を

中心とした「都市との交流」研究にかつての勢いはみられない。その理由として

は，①９０年代後半以降，国土開発政策や森林・林業政策において「都市との交

流」に関する大きな動きが見られなかったこと，また②大都市圏近郊山村や特別

な“資源”を有する山村を除いて，多くの山村の場合，入込客の安定的な確保が

難しく，「グリーン・ツーリズム」や「都市との交流」による経済的効果に限界

があったこと，さらに③９０年代以降，森林管理問題を背景に，森林ボランティア

活動や林業への新規参入，IUJターン・定住問題，産直住宅・地域材住宅運動，

「森と水」をめぐる流域の上・下流連携等様々な形で都市とのつながり・連携が

行われるようになり，「都市との交流」を「グリーン・ツーリズム」を中心とし

たこれまでの概念では捉えきれなくなってきたこと等があげられる。つまり，

「グリーン・ツーリズム」を中心とした「都市との交流」と山村振興を直結した
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政策が進められた。また，農政においてはガット・ウルグアイラウンド等を背景

に転換が図られ，農山村対策（中山間地域対策）の目玉として「グリーン・ツー

リズム」事業が登場した。このように行政主導の開発政策と農政における中山間

地域対策の新方針が相まって，これまでの「都市との交流」活動の多くが「グ

リーン・ツーリズム」の枠組みに入れられながら，ホテルや温泉，農産物販売場

等に代表される交流施設建設を伴った「グリーン・ツーリズム」事業・「都市と

の交流」事業が集中的に行われたのである

こうしたなか，「「グリーン・ツーリズム」とは何か・山村にとってどのような

意義があるのか」といった視点からの研究が９０年代後半に行われた。例えば，依

光・栗栖（１９９６）は，９０年代半ば頃に行われた各地の事例を通して「日本でのグ

リーン・ツーリズムは，山村の地域活性化の目的より都市住民や企業といった都

市側を利すると言う意味で「都市による山村の包摂化」の性格をもっている。…

ただ，グリーン・ツーリズムの本来の性格として山村のふるさと的風景や地域住

民，農林業等が重要な要素として位置付けられていることを考慮すれば，政策事

業を上手く取り込んで山村地域が地場資源を活用し，地域の知恵が発揮できる可

能性を含んでいることから内発的なむらづくりや地域活性化につなげることへの

余地はあるだろう」と山村にとっての意義を見出している。また，課題としては

「…経済的な見返りがあまりにも少なく，交流が山村の人々にとっての稼得の場

となっていない…。…高原や森林体験等地域の資源をさらに活かす形のグリー

ン・ツーリズムの内容を拡大・充実させて，交流拠点として集落・農家民宿を発

展させていくこと」をあげている。

このほか，土屋（１９９７）はグリーン・ツーリズムの発祥地である欧州と日本の

一番の違いである農家民宿に着目した分析を行っている。さらに，「グリーン・

ツーリズムは，例えば農家民宿が一軒開業したらそれで始まったということには

ならない。地域の中で農村景観を全体として好ましい状態に変化させ，また様々

な人の分業形態を構築していかなければ，本来のグリーン・ツーリズムを行える

ような環境はできない」とグリーン・ツーリズムは山村振興に即座に作用するよ

うなものではないと指摘している。

さらに，栗栖・依光（１９９７）は，「都市との交流」事業が「交流」としての内

実を得るためには住民や役場等の地域の内発力が重要な鍵になっているとし，交

流事業における地域のかかわり方に着目した分析を行っている。

このように，９０年代後半には「グリーン・ツーリズム」を中心とした「都市と

の交流」に関する研究が本格的に行われた。

（５） 第四期 「都市との交流」の多様化と

山村問題研究の「切り口」として位置付けられた２０００年以降

しかし，２０００年以降，林業経済研究では「交流」あるいは「グリーン・ツーリ

ズム」を表題につけた著書，論文が少なくなる等，「グリーン・ツーリズム」を

中心とした「都市との交流」研究にかつての勢いはみられない。その理由として

は，①９０年代後半以降，国土開発政策や森林・林業政策において「都市との交
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な“資源”を有する山村を除いて，多くの山村の場合，入込客の安定的な確保が
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活動や林業への新規参入，IUJターン・定住問題，産直住宅・地域材住宅運動，

「森と水」をめぐる流域の上・下流連携等様々な形で都市とのつながり・連携が

行われるようになり，「都市との交流」を「グリーン・ツーリズム」を中心とし

たこれまでの概念では捉えきれなくなってきたこと等があげられる。つまり，
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問題設定では不十分な場合が多くなってきたといえるだろう。

こうしたなか，２０００年以降，山村問題研究の一部において，「グリーン・ツー

リズム」や地域材住宅，定住問題等様々な形態の都市とのつながりを「都市との

交流・連携」として広くとらえ，一つの切り口としたシンポや論文が出てきたこ

とは注目される。例えば，西日本林業経済研究会が２０００年に開催したシンポジウ

ム「山村はいかに生き残るか－筑後川源流域，上津江村の挑戦－」４）では，上津

江村（大分県）について，林業，地域経済の動向を整理し，次に定住問題や林業

への新規参入・第３セクター，さらに「産直住宅」等の新たな動向についての分

析を行っている。つまり，上津江村という一つの地域を様々な切り口から分析

し，山村問題を総合的に捉えようしている。さらに，そのシンポの主催者の一人

でもある佐藤は，森林資源管理の主体としての山村社会・住民の役割と可能性を

主題とした佐藤（２００５）において，諸塚村における９０年代後半以降の地域づくり

を例に，「３０～４０歳代の Uターン役場職員を中心とした森林組合職員や若手の林

家後継者等」の新しい主体が，「山村振興＝陳情・補助金獲得という旧世代の山

村リーダー」とは異なり，産直住宅や集落の空家を活かした交流拠点の整備等の

「都市との交流・連携」を「双方向ネットワーク型」という新しい都市と山村の

つきあい方で実践している重要性を説いている。

このように「都市との交流・連携」を切り口として捉える山村問題研究は，林

業の構造不況をはじめとして山村の産業がますます行き詰まり，閉塞感が深まる

中で，打開策を模索するものといえよう。

（６） 今後の課題

今後は，「都市との交流」を，地方分権と「三位一体改革」，「市町村大合併」

の下，閉塞状況が一層深刻化している現代の山村問題研究の一つの切り口として

捉え，諸塚村の「双方向ネットワーク」の実践のように多面的に展開していくこ

との意義と課題についての研究を進める必要があると思われる。また，一部の山

村ではあるものの保全された「ふるさと景観」の下，地域や住民が主体となった

グリーン・ツーリズム的な「交流型」地域づくりを何とか展開し得ている事例や

流域単位で内発的な上下流交流・連携のシステムづくりが進んでいる事例を通し

て，「都市との交流」の意義や課題について研究を深める必要があると思われる。

５．「森林レクリエーション」に関する研究動向

森林レクリエーションを対象とする研究は，林業経済研究分野のみならず，森

林計画学，造園学，経済学，社会学，地理学などの分野で広く行われている。森

林レクが，極めて学際的なテーマであるからといえよう。林業経済研究分野にお

ける森林レク研究の特徴を一言で述べるとすれば，森林政策学や林業経済学への

学問的寄与に加えて，森林政策上の課題を克服し何らかの提言を行うことを視野

に入れるなど，現実的な諸問題の解決案の提示を意図した研究を志向していると

いうことになろう。

これまで見てきたように，林業経済研究におけるレクリエーションに関する研

究は，観光開発や地域振興と関連したいわゆる「企業的レク」の部分を中心とし

て行われてきた。一方，収益が期待できないもしくは極めて低い「非企業的レ

ク」については，林業経済研究の対象とは認識されにくく，中心的な研究対象と

はされてこなかった。しかし，森林の持つ公益的機能の一つとしてレク機能の重

要性が広く認識されるようになったのに加えて，林業経済研究の分析視角が従来

の経済学を中心とする視点から社会学的な視点へと広がったのに伴い，「非企業

的レク」についての研究も１９９０年代から少しずつ見られるようになってきた。以

下では，その動向を概観したい。

（１） 政策研究

国有林における森林レク事業の展開について簡潔に整理したものとして大浦

（１９９２）がある。この中で指摘されるとおり，国有林における森林レク事業は当

初，「レクリエーションの森」制度にみられるように森林におけるレク空間の提

供およびその秩序ある利用を意図したものだった。しかし，国有林野事業経営が

悪化する中，森林レクにおいても利潤追求が指向されるようになり，バブル経済

下にあった１９８７年に開始された国有林におけるリゾート開発を目的とする森林空

間総合利用事業（ヒューマン・グリーン・プラン）に代表されるような，収益性
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（６） 今後の課題
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との意義と課題についての研究を進める必要があると思われる。また，一部の山

村ではあるものの保全された「ふるさと景観」の下，地域や住民が主体となった

グリーン・ツーリズム的な「交流型」地域づくりを何とか展開し得ている事例や
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林レクが，極めて学際的なテーマであるからといえよう。林業経済研究分野にお

ける森林レク研究の特徴を一言で述べるとすれば，森林政策学や林業経済学への
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の確保を狙った事業が次々と打ち出されていくことになった。

一方，民有林を中心とする森林レクへの取り組みも１９７０年頃から始まってい

る。その中には，「青少年の森」，「２１世紀の森」など，森林レク空間の整備を主

目的とする事業が含まれるが，民有林における森林レク事業の中心を担ったの

は，林業構造改善事業の中で実施された各種レク施設の整備である。これらの事

業は林業振興の一環として位置づけられ，「森林の総合的利用」と総称される。

この森林の総合的利用については１９９３年に『林業経済』誌で特集が組まれ，野口

（１９９３），村瀬（１９９３），宮林（１９９３），八巻（１９９３）らが現状と課題について議論

を展開した。

さてこのように，森林レクの中でも特に「非企業的レク」は，森林政策におい

て副次的なもとのして扱われてきたと言わざるを得ない。これがバブル経済下に

おいて森林レクをリゾート開発と安易に結び付け，本来的な森林レクの健全な発

展に少なからぬ影響を及ぼしたようにも思われる。

ところで，森林レクを論じる上では，自然公園制度について無視するわけには

いかないだろう。自然公園制度は優れた自然風景地を保護することと，レク利用

の促進を目的として設けられた制度であり，森林政策と並んで日本における森林

レクの推進役となってきた制度である。自然公園については，観光開発や自然保

護との関連からの多くの論考を目にすることができる。しかし，レク利用の面か

らの研究については，景観評価や利用者の意識分析など造園学を中心として行わ

れた研究を除いて，政策的な側面に焦点を当てた研究は甲斐・山本（２００５）など

ごく少ない。自然公園におけるレクリエーション利用が引き起こす問題が各地で

クローズアップされる中，政策研究を中心課題とする林業経済学会においても研

究の進展を期待したい５）。

（２） 政策への応用を目指して

森林レク利用者を主体，レクの場である森林を客体とし，主体を客体へと導く

ための媒体を森林レク政策であるとすれば，上で見た研究は，媒体である政策を

直接的な分析対象としてその課題を明らかにすることを目的としたものである。

このように，林業経済研究分野における森林レクへのアプローチは，実際の政策

や事業に関する分析を特徴の一つとして挙げることができる。他方，林業経済研

究で見られるもう一つのアプローチ方法として，政策や森林空間に対する主体の

評価や認識についての分析を通じて，媒体である政策の改善へつなげようとする

研究がある。これらは，主として経済学や造園学など関連分野の成果を取り入れ

ながら進められている。なお，客体である森林空間のあり方を直接的なテーマと

する研究は，森林計画学や造園学の分野で数多く見られる。

さて，森林レク空間の整備は，これまでの取り組みによって着々と進められ，

量的には既に十分なだけの整備が行われた。しかし近年，過剰な施設整備や混雑

などによって引き起こされるレク体験の質的な低下や，過剰利用による歩道や登

山道周辺の生態系の破壊，ゴミやし尿の散乱など，レク利用に伴う諸問題が顕在

化してきており，それについての有効な対策を提示する必要に迫られている。こ

のような森林レクに関連して起こっている諸問題の解決を意図した研究アプロー

チとして，以下の二つが挙げられる。

一つが環境経済学的なアプローチである。このアプローチでよく見られるスタ

イルは，森林レク地域の価値を金額に置き換えて評価するものだが，庄子

（１９９９）のように森林レク地域における環境悪化や混雑の解消を意図した研究も

見られる。この研究は，北海道雨竜沼湿原における混雑問題を対象として，利用

者へのアンケート調査から新たな政策導入に対する支払い意志額を算出し，それ

をもとに利用料金の徴収による混雑の緩和効果を検討した。なお，環境経済学か

らの森林レク評価へのアプローチについては，庄子（２００３）がこれまでの動向を

簡潔にまとめているので参照されたい。

二つめが計画論的なアプローチである。国有林における「レクリエーションの

森」制度，自然公園制度の双方とも，利用者の視点を踏まえてレク空間を計画的

に管理するための方法論に乏しく，利用体験の質的側面やレク資源，地域環境の

保全という面での限界を抱えていた。そこで，このような不備を補うための新た

な方法論の可能性を検討したのが八巻ら（２００３）であり，利用体験の多様性に着

目した森林レク計画，管理のアプローチ法を提案した。

これらの研究は，欧米における研究成果を取り込む形で進められてきた。この

点について伊藤（２００３）は，日本における森林レク研究は，アメリカの影響を選
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択的に受けつつも，その主流は森林レクに適する森林環境の解明にあったと指摘

している。つまり，アメリカでは森林レクにおける媒体としての管理のあり方に

研究の主眼を置いていたのに対して，日本では客体のあり方を中心的に取り扱っ

てきたと言える。森林におけるレク活動が，さまざまな問題を引き起こしている

今日にあって，政策を志向した研究がますます重要性を帯びてきている。現実に

即したプラクティカルな研究の実践を目指して，林業経済研究分野の貢献が期待

されるところである。

（３） 新たなテーマ

つぎに，本分野における最近の主要テーマとして，以下の二つを指摘しておき

たい。まずは，森林レク管理の担い手に関する研究である。森林レク管理の担い

手というと，これまで行政が主として取り上げられることが多かった。しかし，

市民意識の高まりやボランティア活動の活発化によって，行政以外の主体による

森林レク管理のあり方や，管理に関わる主体の連携のあり方が問題となってき

た。このような担い手に関する研究として最初に明確な意識をもって取り組んだ

のは枚田（２００１）である。枚田は屋久島におけるエコツアー・ガイドの活動を分

析し，森林レク管理を担う行政を補完する新たな主体として，エコツアーガイド

の重要性を指摘した。屋久島は世界遺産に指定され，その貴重な自然を楽しみに

訪れる観光客を対象とするエコツアーガイド業が成立しているが，これ以外の地

域でもボランティアによる森林解説員や自然公園解説員の活動が見られる。この

ような人たちは，行政の役割を補完しつつも，行政では手が回らない部分を担っ

ていることが認められており，これらの主体の担い手としてのあり方が問われ始

めていると言える。

二つ目が，近年盛んに聞かれるようになったエコツーリズムに関する分析であ

る。エコツーリズムは，自然や文化について深くふれあうとともに，自然環境へ

の負荷をできるだけかけないような配慮を行った観光形態を指す。森林国日本で

は，エコツーリズムの主たる舞台が森林となることから，林業経済研究分野でも

研究対象として意識されている。エコツーリズムは近年流行の言葉であることか

ら，様々な分野の論考を目にすることができるが，林業経済研究の分野では柴崎

が興味深い論考を展開している。エコツーリズムは，これまでのマスツーリズム

が引き起こした諸問題の解決を意図して打ちたてられた新たなツーリズム概念の

一つであるが，柴崎（２００５）はエコツーリズムの定義と実際に展開されているエ

コツーリズムとを照らし合わせながら，エコツーリズムが抱える問題点について

簡潔に整理している。他方，北尾（２００２）も生活やなりわいとの関係から，エコ

ツーリズムのあり方についての独自の考察を展開している。

（４） 今後に向けて

さて，森林レクリエーション研究において，林業経済研究がどれくらい独自性

を発揮しているのか気になるところであるが，林業経済研究分野における森林レ

ク研究は，様々な分野の成果を吸収しながら独自の足場を築きつつあるというの

が現状であり，必ずしも一頭地を抜いているとは言えない状況にある。これは，

森林レクが広範なアプローチを要する，きわめて学際的な研究対象であるという

性格に負う所が大きいからであろう。しかしながら，先述の ROSは，国有林に

おける「レクリエーションの森」事業の再編過程の中でその意義が認識され，管

理への試行的導入が始まっている。実際の有効性についての検証は今後を見守る

必要があるが，林業経済研究分野の研究成果が森林政策へ反映された一つの事例

と言えるだろう。

日本における森林レク研究は，欧米と比べて１０～２０年遅れていると言われてき

たが，近年の数々の精力的な研究によって，ようやく欧米水準に近づいてきたと

思われる。この中で，林業経済研究分野の研究者が果たした役目は決して小さく

はなく，むしろ以上で見てきたように研究発展に大きな役割を果たしたと評価し

ても過言ではあるまい。これはまさに，政策への応用という実践的な立脚点を常

に意識している林業経済研究の特色が発揮されたものと言えるだろう。日本にお

ける森林レクリエーション研究の発展において，林業経済研究分野の役割がさら

に高まることを期待したい。

【注】

１）土屋俊幸「野外レクリエーション」森林サイエンス研究会編『森林サイエンスの現
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たが，近年の数々の精力的な研究によって，ようやく欧米水準に近づいてきたと

思われる。この中で，林業経済研究分野の研究者が果たした役目は決して小さく

はなく，むしろ以上で見てきたように研究発展に大きな役割を果たしたと評価し

ても過言ではあるまい。これはまさに，政策への応用という実践的な立脚点を常
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ける森林レクリエーション研究の発展において，林業経済研究分野の役割がさら

に高まることを期待したい。
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県梼原町を事例に－」『農林金融』２００２年３月号，２００２年，２６～４９頁

９７．北尾邦伸「地域のなりわいとエコツーリズム」『科学』７２（７），２００２年，６９６～７００頁

９８．土屋俊幸「森林資源の多面的利用の現状」餅田治之編著『日本林業の構造変化と再編

過程－２０００年林業センサス分析－』農林統計協会，２００２年，５６～８１頁

９９．庄子康「森林レクリエーションの経済学的評価－これまでの研究と今後の課題－」『日

本林学会誌』８５（１），２００３年，７８～８７頁

１００．伊藤太一「日米比較による森林レクリエーション研究の検証」『日本林学会誌』８５

（１），２００３年，３３～４６頁

１０１．八巻一成・広田純一・小野理・庄子康・土屋俊幸・山口和男「山岳自然公園における

ROS概念を用いた地域区分手法」『日本林学会誌』８５（１），２００３年，５５～６２頁

１０２．渡邉宏美・大浦由美・野口俊邦「国有林野における「森林探勝型」レクリエーション

事業の展開－赤沢自然休養林を事例として－」『林業経済研究』No．１４９，２００３年，２７～３４

頁

１０３．山本信次編著『森林ボランティア論』日本林業調査会，２００３年

１０４．柴崎茂光・永田信「屋久島における年間観光客数と観光需要特性の推計－離島におけ

るより精度の高い推計方法－」『東京大学農学部演習林報告』No．１１０，２００３年，１～２５頁

１０５．柴崎茂光「屋久島の観光ブームを考える」『山林』No．１４４５，２００４年，２９～３５頁

１０６．佐藤宣子「山村社会の維持と森林資源管理の相互関係についての考察」『林業経済研

究』No．１５４，２００５年，３～１４頁

１０７．枚田邦宏「多様な森林利用と管理－屋久島における事例より－」『林業経済研究』

No．１５４，２００５年，１５～２６頁

１０８．甲斐敬子・山本信次「国立公園管理におけるパークボランティア制度の意義と課題」

『林業経済研究』No．１５４，２００５年，５１～６０頁

１０９．庄子康・柴崎茂光「日本の自然公園を新たに世界遺産に登録することは公園利用者の

利益となるのか？（英文）」『林業経済研究』No．１５５，２００５年，２１～２９頁

１１０．柴崎茂光「エコツーリズムの定義に関する再検討－エコツーリズムは地域にとって持

続可能な観光か？－」『林業経済』No．６７５，２００５年，２～２１頁

１１１．大浦由美「国有林における森林レクリエーション事業の展開と対境関係の変化」『林

業経済』No．６７６，２００５年，１３～１６頁

１１２．横田康裕・奥田裕規・久保山裕史「白神山地における森林ガイド活動主体の形成－秋

田県八森町を事例に－」『東北森林科学会誌』９（２），２００５年，６８～７６頁

１１３．八巻一成「ドイツの自然公園」石井寛・神沼公三郎編著『ヨーロッパの森林管理』日

本林業調査会，２００５年，１９９～２２５頁

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／２‐１４章  2006.11.06 10.07.14  Page 546 Black



548 549

Ⅲ 観光開発・交流・
森林レクリエーション選著解題

選著１４－１

土屋俊幸「交通資本による観光開発の展開過程－戦後期」，『林業経済』

No．４０７，１９８２年，１１～２１頁

解題：昭和戦前期に，山梨県の地域開発政策の一環として設立された富士急行株

式会社による戦後の観光開発の過程と観光部門が企業経営に占める役割の変化を

１９７０年代まで分析した研究。開発の対象となる農山村の側からの分析が多い中

で，開発を主導した交通資本（特に私鉄資本）の経営の側面から見た点で異色。

選著１４－２

依光良三『日本の森林・緑資源』東洋経済新報社，１９８４年，１０９～１３２頁（注が１７３

～１７４頁にあり）

解題：１９７０年代初めのいわゆる列島改造ブーム期に行われたゴルフ場，別荘地開

発等の林地開発の実態と開発がもたらした環境問題を，静岡県東部地域の事例を

中心に分析した研究。「都市大資本による林地の開発・買い占めは，（中略）都市

と山村の激しい経済格差のもとに過疎化に悩み，地域開発を待望する山村の弱み

につけこんで展開された」という認識のもとに，詳細な分析を行った。この時期

の観光開発問題を扱った研究の代表例。『森林「開発」の経済分析』日本林業調

査会，１９７５年所収論文の改訂増補版。

選著１４－３

大浦由美「国有林野における森林レクリエーション事業の展開」『林業経済』

No．５２９，１９９２年，１９～３２頁

解題：本論文は，第二次大戦後に展開した国有林野森林レクリエーション事業に

ついて，国有林野全体の経営展開の中に位置付けつつ，その変遷をまとめたもの

である。１９６０年代末から７０年代の「自然休養林」制度・「レクリエーションの

森」制度等による積極的な整備策を，「公益的機能重視政策の旗手」として評価

する一方，８０年代以降のヒューマングリーンプランに代表される民活型整備策の

問題点を指摘している。この分野における代表的な政策研究の一つ。

選著１４－４

宮林茂幸『森林レクリエーションとむらおこし・やまづくり』全国林業改良普及

協会，１９９３年，１６７～１８１頁

解題：都市・世田谷区（東京都）との交流によって森林や地元文化を活かした多

様なむらづくり活動を展開している山村・川場村（群馬県）を事例に，山村振興

にむすびつく森林レクリエーションのあり方を説いている。１９８０年代後半以降

「都市との交流」が各地で取組まれるようになるなか，「森林レクリエーショ

ン」，「むらおこし」，「やまづくり」の観点から「都市との交流」の意義と課題に

ついて分析している。

選著１４－５

依光良三・栗栖祐子『グリーン・ツーリズムの可能性』日本経済評論社，１９９６

年，１７２～２１２頁

解題：１９９０年代前半，全国各地で積極的に押し進められた「グリーン・ツーリズ

ム」・「都市との交流」事業について，その背景や山村にとっての意義を開発政

策の展開を追いながら，整理している。「グリーン・ツーリズム」を農業政策の

視点ではなく，開発政策の視点から整理している数少ない著書。

選著１４－６

佐藤宣子「山村社会の維持と森林資源管理の相互関係についての考察」『林業経

済研究』５１（１），２００５年，３～１４頁

解題：宮崎県諸塚村での住民及び集落レベルの調査を中心に，現代の山村と森林

との関わりを主題とした論文である。そのため，「都市との交流」に関する分析

は全体の一部である。しかし，地域資源，集落，文化，“人材”等の“地元資源”

を有効にかつ有機的に結びつけて展開している諸塚村の「都市との交流」活動を

９０年代後半以降の地域づくりの重要なポイントと位置づけており，２０００年以降の
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１９７０年代まで分析した研究。開発の対象となる農山村の側からの分析が多い中

で，開発を主導した交通資本（特に私鉄資本）の経営の側面から見た点で異色。

選著１４－２

依光良三『日本の森林・緑資源』東洋経済新報社，１９８４年，１０９～１３２頁（注が１７３

～１７４頁にあり）
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発等の林地開発の実態と開発がもたらした環境問題を，静岡県東部地域の事例を

中心に分析した研究。「都市大資本による林地の開発・買い占めは，（中略）都市

と山村の激しい経済格差のもとに過疎化に悩み，地域開発を待望する山村の弱み

につけこんで展開された」という認識のもとに，詳細な分析を行った。この時期

の観光開発問題を扱った研究の代表例。『森林「開発」の経済分析』日本林業調

査会，１９７５年所収論文の改訂増補版。

選著１４－３

大浦由美「国有林野における森林レクリエーション事業の展開」『林業経済』

No．５２９，１９９２年，１９～３２頁

解題：本論文は，第二次大戦後に展開した国有林野森林レクリエーション事業に

ついて，国有林野全体の経営展開の中に位置付けつつ，その変遷をまとめたもの

である。１９６０年代末から７０年代の「自然休養林」制度・「レクリエーションの

森」制度等による積極的な整備策を，「公益的機能重視政策の旗手」として評価

する一方，８０年代以降のヒューマングリーンプランに代表される民活型整備策の

問題点を指摘している。この分野における代表的な政策研究の一つ。

選著１４－４

宮林茂幸『森林レクリエーションとむらおこし・やまづくり』全国林業改良普及

協会，１９９３年，１６７～１８１頁

解題：都市・世田谷区（東京都）との交流によって森林や地元文化を活かした多

様なむらづくり活動を展開している山村・川場村（群馬県）を事例に，山村振興

にむすびつく森林レクリエーションのあり方を説いている。１９８０年代後半以降

「都市との交流」が各地で取組まれるようになるなか，「森林レクリエーショ

ン」，「むらおこし」，「やまづくり」の観点から「都市との交流」の意義と課題に

ついて分析している。

選著１４－５

依光良三・栗栖祐子『グリーン・ツーリズムの可能性』日本経済評論社，１９９６

年，１７２～２１２頁

解題：１９９０年代前半，全国各地で積極的に押し進められた「グリーン・ツーリズ

ム」・「都市との交流」事業について，その背景や山村にとっての意義を開発政

策の展開を追いながら，整理している。「グリーン・ツーリズム」を農業政策の

視点ではなく，開発政策の視点から整理している数少ない著書。

選著１４－６

佐藤宣子「山村社会の維持と森林資源管理の相互関係についての考察」『林業経

済研究』５１（１），２００５年，３～１４頁

解題：宮崎県諸塚村での住民及び集落レベルの調査を中心に，現代の山村と森林

との関わりを主題とした論文である。そのため，「都市との交流」に関する分析

は全体の一部である。しかし，地域資源，集落，文化，“人材”等の“地元資源”

を有効にかつ有機的に結びつけて展開している諸塚村の「都市との交流」活動を

９０年代後半以降の地域づくりの重要なポイントと位置づけており，２０００年以降の
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「都市との交流」の意義を考えるのに格好の論文である。

選著１４－７

庄子康・栗山浩一「自然公園において利用料金導入がもたらす過剰利用の抑制効

果－CVM（仮想的市場評価法）を用いたケーススタディ－」『日本林学会誌』８１

（１），１９９９年，５１～５６頁

解題：山岳地域における混雑による自然体験の質的低下，自然環境悪化の低減を

目的として，利用料金の導入による過剰利用の抑制効果を検討した研究。山岳地

域における利用規制の方法として，利用料金の賦課が政策オプションの一つとし

て認識されるようになってきているが，本研究は CVMを用いて利用料金徴収に

よる利用規制の効果を検討したものであり，環境経済学による森林レクリエーシ

ョン政策へのアプローチの可能性を示す好例といえる。

選著１４－８

八巻一成・広田純一・小野理・庄子康・土屋俊幸・山口和男「山岳自然公園にお

けるROS概念を用いた地域区分手法」『日本林学会誌』８５（１），２００３年，５５～

６２頁

解題：各地の山岳自然公園における観光・レクリエーション施設の開発は，山岳

地域の自然らしさを損ない，時には無秩序な開発との批判を浴びてきた。本来，

公園計画は施設整備等が利用体験に及ぼす影響を念頭において立てられるべきも

のであるが，現行のシステムにはそのための具体的方法論が乏しい。本研究は，

この問題に対する ROS（Recreation Opportunity Spectrum）概念の有効性を明ら

かにしたものであり，新たな森林レクリエーション管理の方向性を示すものであ

る。

選著１４－９

柴崎茂光・永田信「エコツーリズムの定義に関する再検討－エコツーリズムは地

域にとって持続可能な観光か？」『林業経済』No．６７５，２００５年，２～２１頁

解題：エコツーリズムが新たな観光形態として近年注目されるようになってきた

が，その理念の実現には幾多の課題が横たわっている。本論では，エコツーリズ

ムの定義とその実態に関する検証を通して，その問題点を明らかにしている。エ

コツーリズムは環境や地域社会に配慮した観光とされるが，商業ベースで展開さ

れている現状の限りにおいては，理念の実現には限界がある。エコツーリズムの

健全な発展のためには，社会制度面での諸条件のさらなる整備，支援が求められ

ているのである。

土屋 俊幸（東京農工大学大学院共生科学技術研究院）

八巻 一成（森林総合研究所東北支所）

栗栖 祐子（農林中金総合研究所）
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解題：各地の山岳自然公園における観光・レクリエーション施設の開発は，山岳

地域の自然らしさを損ない，時には無秩序な開発との批判を浴びてきた。本来，

公園計画は施設整備等が利用体験に及ぼす影響を念頭において立てられるべきも

のであるが，現行のシステムにはそのための具体的方法論が乏しい。本研究は，

この問題に対する ROS（Recreation Opportunity Spectrum）概念の有効性を明ら

かにしたものであり，新たな森林レクリエーション管理の方向性を示すものであ

る。

選著１４－９

柴崎茂光・永田信「エコツーリズムの定義に関する再検討－エコツーリズムは地

域にとって持続可能な観光か？」『林業経済』No．６７５，２００５年，２～２１頁

解題：エコツーリズムが新たな観光形態として近年注目されるようになってきた

が，その理念の実現には幾多の課題が横たわっている。本論では，エコツーリズ

ムの定義とその実態に関する検証を通して，その問題点を明らかにしている。エ

コツーリズムは環境や地域社会に配慮した観光とされるが，商業ベースで展開さ

れている現状の限りにおいては，理念の実現には限界がある。エコツーリズムの

健全な発展のためには，社会制度面での諸条件のさらなる整備，支援が求められ

ているのである。

土屋 俊幸（東京農工大学大学院共生科学技術研究院）

八巻 一成（森林総合研究所東北支所）

栗栖 祐子（農林中金総合研究所）
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